様式第２号      　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 
誓　　約　　書
　私（申請者）は、岐阜県住宅リフォーム事業者登録制度への登録にあたり、登録事業者の要件を満たすとともに、一般社団法人住宅リフォーム推進協議会が定めた住宅リフォーム事業者倫理憲章をはじめ、本制度に係る登録事業者の責務及び諸規定の内容を遵守し、消費者のニーズに的確に応え、安心できるリフォームの推進に努めることを誓約します。

　平成２８年　９月　３日
                    申請者　
商号又は名称　　○○　設計室
所在地　　　　　岐阜県○○市○○町○○番地
代表者氏名　　　○○　○○　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　
　
〔参考〕岐阜県住宅リフォーム事業者登録制度要綱（抜粋）

	（登録事業者の要件）

第４条　登録事業者は、次に示す全ての要件を満たすリフォーム事業者とする。

一　推進協議会の構成団体に所属していること。

二　建築士事務所の登録を受けている、又は、建設業の許可（建築工事業）を受けてい
ること。

三　県内に本店を置いていること。

四　建築基準法、建築士法、建設業法、特定商取引に関する法律、その他関係法令等に
違反し処分又は刑を受けた場合は、その処分等の日から３年以上経過していること。

五　法人である場合で、その役員又は社員が前号を満たしていること、かつ、役員又は
社員が過去に役員として在籍した団体が前号を満たしていること。

六　次のいずれかの講習を受けた者を置いていること。

　（１）建築士事務所の登録を受けている事業者は、住宅省エネルギー設計技術者講習

　（２）建設業の許可を受けている事業者は、住宅省エネルギー施工技術者講習

七　登録事業者において業務を担当する者は第１８条に規定する講習会を登録期間内に
１回以上受講すること。

（登録事業者の責務）

第５条　登録事業者は、次の事項を遵守し、県民のニーズに的確に応え、安心できるリフ
ォームの推進に努めるものとする

　一　一般社団法人住宅リフォーム推進協議会（以下「リ推進協議会」という。）が定め
た住宅リフォーム事業者倫理憲章を遵守するとともに、従業員に対し周知を図ること。

　二　契約は必ず書面によることとし、設計又は工事完成後５年以上保存すること。

　三　業務を行う前に、その業務内容が有償か無償かを事前に説明すること。

　四　リフォームの設計・工事内容を書面により明確にすること。

　五　契約書は、原則としてリ推進協議会作成の標準契約書式を使用すること。

　六　リフォーム工事を施工する場合、１年以上の瑕疵担保責任を有することを契約書に
明記すること。

　七　原則として、推進協議会が実施した講習会を受講した従業員が業務を行うものとす
ること。




